
育成環境課関係  
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1．「放課後子どもプラン」について  

（1）「放課後子どもプラン」の着実な推進について   

① 「放課後子どもプラン」の取組状況について  

「放課後子どもプラン」については、できる限り早急に、原則とし  

てすべての小学校区において、放課後や夏休み等の長期休暇時におけ  

る子どもたちの安全・安心で健やかな活動場所の確保を目指している  
ところであるが、文部科学省と合同で実施した「放課後子どもプラン  

実施状況調査」（平成19年12月1日現在）によると、両事業とも  

実施している小学校区は、4，153小学校区（全体の19％）にと  

どまっているところである。  

同調査において、事業を実施していない大きな理由として実施場所  

の確保が困難であることが挙げられたことから、先般、文部科学省と  

連名で、普通教室として使用しなくなった教室等を「放課後子どもプ  

ラン」の実施場所として優先的に活用するようお願いしたところであ  

る。（関連資料1（271頁））  

今後とも、放課後子どもプランの実施場所の確保を図り、総合的な  

放課後対策の着実な推進に向けて積極的な取組をお願いしたい。  

② 「放課後子どもプラン」の今後の事業展開について  

放課後子どもプランについては、「地方分権改革推進要綱」などで、   

両事業の一本化について検討するよう指摘を受けており、これまでも   

文部科学省と検討を行ってきたところであるが、先に述べた合同調査   

の結果などを踏まえ、現時点でただちに一本化を行うことまでは考え   

ていない。しかしながら、より効果的な事業の推進方策を検討するた   

め、地方自治体や利用者などの声を踏まえつつ、各地域の様々な状況   

も考慮に入れながら、引き続き事業のあり方や方法論などを検討して   

いく予定である。今後も必要な情報提供や調査協力などを依頼するこ   

とがあるので、ご協力方よろしくお願いしたい。  

（2）「新待機児童ゼロ作戦」の推進に基づく放課後児童クラブの設置促進  

について   

① 「新待機児童ゼロ作戦」の推進について  

平成20年2月に策定した「新待機児童ゼロ作戦」においては、放  

課後児童クラブ（小学1年～3年）の提供割合を19％から60％に  

引き上げることが10年後の目標値として定められたところである。  

放課後児童クラブへのニーズは依然として高い状況にあり、希望し  
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てもクラブを利用できない児童（いわゆる待機児童）は、平成20年  

5月1日現在で各自治体が把握しているだけでも1万3千人に上って  

いる。   

「新待機児童ゼロ作戦」においては、現在「待機児童」として顕在  

化している需要のみならず、女性の就業率の高まりに応じて、今後必  

要となる中長期的な需要を勘案した絶対量を計画的に拡大することと  

されており、各自治体においては、今後、次世代育成支援対策推進法  

に基づく行動計画の策定を行うに当たって、それぞれの地域における  

ニーズを的確に把握し、サービスの提供体制の整備に努められたい。  

② 放課後児童クラブの国庫補助について  

平成21年度予算案においては、「新待機児童ゼロ作戦」や「5つ   

の安心プラン」を踏まえ、ソフト面及びハード面での支援措置を盛り   

込んだところである。（関連資料2（274頁））  

ハード面については、放課後児童クラブ室を新たに設置する際の創   

設費補助（児童厚生施設等整備費）のか所数及び単価の増を図るとと   

もに、改修費（放課後子ども環境整備等事業）についても、か所数の   

増を図ったところである。  

また、ソフト面についても、クラブの新設や分割に対応するため、   

24，153か所分の事業費を確保したところである。平成21年度   

予算案におけるソフト事業の補助基準額については、別冊（交付要綱、   

実施要綱等）資料19の交付要綱案を参照されたい。  

さらに、平成20年度第2次補正予算に計上されている「安心こど   

も基金（仮称）」には、放課後児童クラブの設置促進にかかる経費に   

ついても盛り込まれているところであり、こうした補助事業を活用し   

て、未実施小学校区の早急な解消や、希望してもクラブを利用できな   

い児童の解消に努められたい。  
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③ 放課後児童クラブの国庫補助に当たっての留意点  

既にご承知のとおり、放課後児童クラブの運営面での質的向上を図   

るため、   

ア 200日以上250日未満開所のクラブ   
イ 71人以上の大規模クラブ   

については、平成22年度から国庫補助を廃止することとしている。   

国庫補助の廃止対象となるクラブについては、必要な目数の確保や分   

割等による適正規模での実施などについて、改善策が講じられつつあ   

ることと承知しているが、特に、71人以上の大規模クラブについて   

は、平成20年5月1日現在で未だ2，461か所（全体の14％）  
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が存在するところであり、これらの解消については、国庫補助を活用  
するなどして、施設の改修や新たな施設の整備など、早急な対応を図  

られたい。  

④ 国庫補助金の適正な執行について  

先般、ある自治体において、放課後児童クラブにかかる補助金の執   

行が適正に行われていなかったことが判明し、国庫補助金の全額返還   

を行ったところである。具体的には、①市が運営委託を行っていた民   

間のクラブの運営主体に実態が無く、個人が実際の運営管理を行って   

いた、．②留守家庭児童かどうかの確認を取らず、任意に入所させた児   

童の数をもって補助金額を算定していた、③収入支出簿等の帳簿類が   

存在せず、クラブ運営に係る収支の確認ができない状態であったこと   

など、、不適切な運営が行われていたものである。  

放課後児童クラブに係る補助金の交付にあたっては、その実情を確   

認するなど、運営状況を十分に把握し、適正な執行が行われるよう、   

あらためて管内市町村への指導を図られたい。  

（3）放課後児童クラブガイドラインについて  

平成19年10月に、放課後児童クラブの運営に係る基本的事項を示   

した「放課後児童クラブガイドライン」を策定したところである。  

厚生労働省においては、放課後児童クラブの実施状況調査において、   

今年度より、ガイドラインの内容に係る設問を新たに加え、クラブの状   

況を把握したところである。  

市町村におけるガイドラインの策定状況については、「国のガイドラ   

インを活用している」と回答した市町村が全体の約半数に上っていたが、   

一方で、「対応無し」と回答した市町村も約16％あった。また、ガイ   

ドラインに基づく運営内容の点検・確認状況については、「点検・確認   

有り」と回答した市町村は、全体の約63％に止まっており、ガイドラ   

インに沿った適切な設備等の確保、運営がなされているとは言い難い状   

況であった。  

本ガイドラインは、国庫補助金の交付・不交付を問わず、全ての放課   

後児童クラブが運営を行う際に参考としていただくことにより、クラブ   

全体の質的向上を図ることを目的としているため、管内市町村及び放課   

後児童クラブ関係者に対して、本ガイドラインの内容のより一層の周知   

を図っていただくようお願いしたい。  

また、ガイドラインを踏まえた取組や各クラブの事業内容については、   

クラブ利用者または住民に広く周知されることが重要である。規制改革   

会議の第2次答申においても、各クラブの運営内容がガイドラインの項  
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目に適合しているかについて利用者がわかるよう、情報公開を行うこと  

が必要とされていることから、各市町村においても、利用者の利便性を  

考慮した積極的な情報公開を行うよう周知されたい。   

全国の放課後児童クラブ情報を含む子育て支援関連情報等について  

は、（財）こども未来財団の運営によるインターネットを活用した「i  

一子育てネット」において幅広く提供しているところであるが、放課後  

児童クラブ情報の内容を見ると、  

・ 詳細データが入力されていない、  

・情報が更新されていない、  

・ 新設の放課後児童クラブの情報が入力されていない  

などの状況が見受けられるところである。先般、文書でも更新依頼を行  

ったところであるが、特に平成20年4月からは、ガイドラインに沿っ  

た項目を新たに設けたところであるので、利用者に対する適切な情報提  

供ができるよう、定期的な情報の更新にご協力願いたい。  

2．児童厚生施設等の設置運営について  

（1）児童厚生施設等整備費の国庫補助について  

平成21年度における児童館、児童センターに係る施設整備等につい   

ては、各自治体の実情、要望等を踏まえ、国庫補助基準額の大幅な増を   

図ったので、施設の設置促進に向けた積極的な対応をお願いする。（関   

連資料3（275頁））  

また、管内市町村に対しては、健全育成の拠点としての活性化や地域   

における子育て支援の拠点施設（例えば「地域子育て支援拠点事業（児   

童館型）」の実施）として積極的な活用を図るなどの指導をお願いした   

い。  

なお、平成21年度の国庫補助等については「平成21年度児童厚生   

施設等整備費の国庫補助に係る協議等について」（雇児育発第0216   

001号平成21年2月16日育成環境課長通知）によりお示ししたと   

ころであるので、管内市町村分を取りまとめの上、3月6日までの提出   

をお願いしたい。  

さらに、今回より協議書の提出の際に、新待機児童ゼロ作戦期間中に   

おける各自治体の放課後児童クラブ設置に関する取組状況を把握するた   

め、新たに簡単な調書（関連資料4（276貞））をお願いしております   

ので、協議書と同様、管内市町村分を取りまとめの上、提出をお願いし   

たい。  
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（2）児童館、児童センターの機能強化について   

① 児童館の機能について  

各地方自治体においては、児童館・児童センターの機能・役割を再  

確認し、その強化に取り組んでいるところであると思われる。  

しかしながら、児童館・児童センターは、地域にあって①健全な遊  

びを手段として児童の成長・育成を支援、②地域の子育て支援活動の  

拠点、③放課後児童の健全育成活動、④母親クラブなどの地域活動を  

支援し、地域の安全確保を図ること、などを基本的機能としてその有  

益性を発揮しているところであり、さらに、地域の児童の抱える問題  

に対応した機能等も求められている。そうした対応の中には、ひきこ  

もりや不登校児童・生徒への支援や児童虐待防止に関わる相談や活  

動、放課後子どもプラン事業への積極的協力などがある。  

児童館・児童センターは、専門性を有した職員（児童の遊びを指導  

する者）が配置され、地域の児童を幼児から青年まで、共にかかわり  
ながらその成長支援をしていくことができる施設である。地域のすべ  

ての児童と保護者に対する総合的な支援拠点として、効果的な事業実  

施を行えるよう、各市町村等において積極的な取組をお願いしたい。  

② 地域子育て支援拠点事業の活用について  

平成19年度から、民営の児童館等においても、学齢期の子どもが   

来館する前の時間等を活用して、「児童館型」として本事業を実施し   

ていただくこととしている。  

しかしながら、現行の児童館事業との調整、事業のスタッフとなる   

人材の確保など補助基準を満たす要件や予算措置の面で対応が難しい   

こと等により、取組が思うように進んでいない状況である。  

特に、夏休み等の長期休暇期間中は、朝から学齢期の児童が来館す   

るため開設日数等の要件を満たすことができないという声があること   

から、長期休暇期間中における弾力的な運営について、実施要綱に明   

記する予定である（別冊（交付要綱、実施要綱等）資料参照）。  

児童館、児童センターには、地域の子育て家庭への支援機能をより   

一層強化することが期待されている。少子化や核家族化が進む我が国   

において、子育て家庭支援の中核的役割の一翼を担い、いまある人材   

や設傭をフルに稼働して、地域の子育て支援に資する取組をすべての   

施設で取り組んでいただくことが時代の要請ともいえ、より一層の積   

極的な取組が求められていることから、各市町村や児童館等関係者へ   

の働きかけをお願いしたい。  

ー263－   



3．児童育成事業推進等対策事業について   

本事業は、児童の健全育成を図るための先駆的な事業、全国的なモデル  

となる事業を対象として、事業費の10／10を補助するものであり、平成2  

1年度の協議については「平成21年度児童環境づくり基盤整備事業の協  

議について（児童育成事業推進等対策事業）」（雇児育発第0209001号平成  

21年2月9日育成環境課長通知）により、3月13日までに協議書の提  

出をお願いしているところである。   

特に、本年度においては、市町村における事業の実施率の低下に鑑み、  

市町村の取組を優先して採択することとしている。（関連資料5（280貞））   

ついては、20年度に本事業を活用して実施した取組を事例集としてと  

りまとめ、厚生労働省ホームページに掲載することとしているので、ホー  

ムページの事例を参考にするなど、市町村への周知を積極的に行い、市町  

村からの協議の増が図られるようお願いしたい。   

また、事例集により、自治体における取組が促進されるとともに、他の  

自治体の取組を参考としてその地域の状況に応じた形で実施し、またそれ  

をさらに他の自治体が形を変え実施するといったように連鎖する効果を期  

待している。   

都道府県におかれても、協議通知や事例集を踏まえ、子どもの健全育成  

や地域の子育て支援に積極的に取り組んでいただくとともに、管内市町村  

への周知徹底や事業調整を図っていただくようお願いする。  
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4．乳幼児と年長児童のふれあいの促進について   

中・高校生が乳幼児とふれあう機会を提供することは、これから親とな  

る中・高校生にとって、子どもや家庭の大切さを考える契機となるととも  

に、将来の子育ての貴重な予備体験となり、育児不安を原因とする虐待の  

予防にも資することが期待されることから、「子ども・子育てプラン」に  

おいても、平成21年度までにすべての児童館等において実施することと  

されているところである。   

厚生労働省では、これまでも、  

① 児童ふれあい交流促進事業：市町村が児童館等を活用して、こうした   

取組を実施する際の経費の補助  

② 児童ふれあい交流支援事業：市町村における取組を支援するため、都   

道府県レベルでの協議会の設置や研修会の実施のための経費の補助  
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を行い、支援に努めてきたところである。   

当該事業については、その具体的な取り組み事例や、事業を始める際の  

ノウハウがまとめられた冊子「きみからもらったありがとう～中高生と赤  

ちやんのふれあい交流事業より～」が（財）児童健全育成推進財団によっ  

て作成され、平成20年4月に配布されたところであり、各自治体におけ  

る事業実施の検討に活用されたい。  

5．児童委員及び主任児童委員について  

（1）児童委鼻及び主任児童重点の積極的な活用・周知について  

近年、家庭や地域の子育て機能の低下や、児童虐待の増加や少年犯罪   

が相次ぐなど、子どもや家庭を取り巻く環境が複雑・多様化している中   

で、地域の住民に最も身近な児童委員、主任児童委員が地域のこれらの   

問題への適切な関わりが求められているところである。  

児童委員・主任児童委員活動が円滑に行われるためには、できるだけ   

多くの方々に、児童委員・主任児童委員の取組についての理解を広げる   

ことが必要であると考えており、厚生労働省としても、民生委員・児童   

委員に関する省のホームページの見直しを行っているところであり、4   

月からよりわかりやすいホームページにリニューアルできるよう作業を   

進めているところである。  

また、児童委員・主任児童委員は、子どもや子育て家庭への支援活動   

を行っていることから、児童や保護者と関わることは、地域住民に周知   

を図る観点からも有効であり、また、学校との連携を図ることが児童委   

員・主任児童委員の活動をより効果的なものと考えられていることか   

ら、今般、小学校・中学校との連携や「乳幼児健診」、子育て広場や子   

育て支援センター、児童館等の「地域子育て支援拠点」等子どもや子育   

て家庭が集まる場を活用し、児童委員・主任児童委員の役割について広   

報・周知している事例を中心に活動事例をとりまとめているところであ   

る。  

各都道府県・指定都市・中核市においても、本活動事例を参考に、地   

域の実情に応じた児童委員・主任児童委員の積極的な関わり及び子育て   

家庭等が必要な時に児童委員・主任児童委員へ相談できる環境づくりに   

努められたい。  

なお、昨年4月に、児童委員、主任児童委員の活動を地域住民にPR   

する名刺型リーフレットを配布したところであるが、厚生労働省ホーム   

ページに本リーフレット（PDF）を掲載する準備を進めているところ  
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であり、活用されたい。   

また、児童委員・主任児童委員は、市町村の「子どもを守る地域ネッ  

トワーク（要保護児童対策地域協議会）」に積極的に参画するとともに、  

市町村・児童相談所や学校等の関係機関と連携を図り、地域の子どもや  

その家族の実情を把握する等、児童虐待防止の上で適切な役割を果たす  

ことが期待されていることから、研修などの様々な機会を通じて特段の  

ご指導をお願いする。   

「地域子育て環境づくり支援事業」において、児童委員、主任児童委  

員を対象とした研修事業、地域における子育て支援活動を継続的に実施  

するための協議会及び地域の子育て家庭に幅広く児童委員等の活動を知  

ってもらうことを目的として児童委員等を講師にした子育てセミナー等  

の事業を助成対象としているので、この事業を積極的に活用されたい。  

（関連資料6（293頁））  

（2）個人什報の取り扱いについて  

民生委員・児童委員、主任児童委員については、民生委員法第15条   

に職務を遂行するに当たって、個人の人格を尊重し、その身上に関する   

秘密を守るということが規定されているところである。  

各地方自治体におかれては、地域における民生委員・児童委員、主任   

児童委員活動の重要性をご認識いただき、円滑な活動に必要な情報の提   

供にご配慮願うとともに、地域住民に対しても、制度の正しい理解が得   

られるよう格別のご配慮をお願いする。（関連資料7（294頁））  

（3）委嘱手続きの簡素化及び迅速化  

昨年5月、地方分権改革推進委員会の第一次勧告において、「民生委   

員の委嘱手続を簡略化する。その具体的な方策について平成20年度中   

に結論を得る。」と指摘されているところであり、簡略化のための方策   

について、年度内に結論を得るべく現在検討しているところである。な   

お、各自治体においても、欠員が生じた際の欠員補充の手続きについて   

は、極力その迅速化に努めるとともに、民生委員・児童委員の定数に対   

する充足率が低い自治体においては、引き続き、民生委員・児童委員の   

確保に努められたい。  
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6．母親クラブ等の地域組織活動の活性化について   

母親クラブや子育てNPO等の地域組織については、地域における親子  

交流・世代間交流をはじめ、子どもの健全育成の向上のための研修会の実  

施や子どもの事故防止等のための活動など、多様な地域子育て支援活動を  

実施いただいているところであるが、こうした取組のための経費の補助を  

行う「地域組織活動育成事業」の活用も図りながら、引き続き活動の推進  

に努められたい。   

特に、近年、子どもが安全で安心して過ごせる地域への土－ズが高まっ  

ていることから、児童館及び放課後児童クラブを利用する子どもの来所・  

帰宅時における見守り活動や、児童遊園等の巡回や遊具の点検などについ  

ては、母親クラブ等の地域組織と連携・協力を図るなど、効果的かつ重点  

的な取組をお願いしたい。  

7．児童福祉週間について  

（1）趣旨について  

子どもや家庭について社会全体で考えること、また、子どもの健やか   

な成長について社会的な喚起を図ることを目的に、昭和22年より、毎   

年5月5日の「こどもの日」から1．週間を「児童福祉週間（5月5日～   

11日）」と定めて、児童福祉の理念の普及・啓発のための各種事業及   

び行事を行ってきている。  

（2）児童福祉週間の標語について  

平成20年9月1日～10月15日にかけて、児童福祉週間の理念を   

広く啓発する標語を全国募集したところ、4，535作品の応募があり、   

主催者で選考した結果、次の作品を平成21年度児童福祉週間の標語と   

決定した。  

「ありがとう ったわるこころが うれしいよ」  

たまだゆい  

（玉田 雄以さん 34歳（神奈川県）の作品）  

この標語を児童福祉週間の象徴として、広報・啓発ポスターや、厚生   

労働省のホームページ等で広く周知を図ることとしているが、貴管内市   

区町村への周知及び啓発事業、行事等に幅広くご活用いただき、児童福   

祉週間の趣旨等について普及されたい。  
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（3）児童福祉週間の事業展開について  

子どもが家庭や地域で心豊かに生活できる環境づくりが重要であると   

の認識の下に、児童福祉の理念の普及に努め、行政のみならず、民間企   

業、団体等の一層の協力を得て、広報啓発活動を推進していくこととし   

ている。  

また、全国の地方自治体における児童福祉週間の取組について、毎年   

お知らせいただき、取りまとめのうえ報道発表資料としているところで   

あり、地域における子育て支援に関連した先駆的・魅力的な取組を中心   

にまとめることとしているので、引き続き御協力を御願いしたい。なお、   

推薦に当たっては、貴管内市区町村の取り組みからも幅広く選んでいた   

だくようお願いしたい。  

8．児童手当について   

児童手当は、本人からの申請に基づき市町村長が認定して、はじめて受  

給権が発生する制度であり、従来より、制度の周知に努めていただいてい  

るところであるが、受給対象者が児童手当の申請を知らなかったことなど  

によるトラブルが発生しないよう、更なる周知の徹底をお願いしたい。   

なお、市町村が独自に取り組んでいた児童手当制度の案内を母子健康手  

帳に記載する周知方法については、昨年12月15日付母子保健課長通知雇児  

発第1215001号「母子健康手帳の任意記載事項様式の改正について」にお  

いて、児童手当制度の案内を任意記載事項として取り入れ、本年4月1日以  

降、使用されることとなったので、お知らせする。   

また、周知の一助として、児童手当制度のリーフレット等を作成中であ  

り、できあがり次第、登録のあった必要部数を送付するので活用をお願い  

したい。  
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